
施行年月日
（市議会議員選挙日） 定数 内　　容

平成１７年２月１１日 ７１人

１市４町合併
平成１７年１０月３１日まで
在任特例により八日市２１人、
永源寺１２人、五個荘１２人、
愛東１２人、湖東１４人

平成１７年２月１１日
（平成１７年１０月２３日）

２４人

平成２１年１０月３１日までの
時限条例【５選挙区】
八日市１０人、永源寺３人、
五個荘４人、愛東３人、
湖東４人

平成１８年１月１日
（平成１８年１月２９日）

３３人 １市２町合併【７選挙区】
能登川５人、蒲生４人の９人増

平成２１年３月２７日
（平成２１年１０月１８日）

２６人 定数条例の制定
選挙区の廃止

平成２５年６月２６日
（平成２５年１０月２０日）

２５人 定数条例の改正

令和６年１２月２３日 ２２人 定数条例の改正

市　名 人　口
（令和６年１２月１日） 議員定数

東近江市 １１１，４１３ ２５ ⇒ ２２
大津市 ３４３，５７３ ３８

草津市 １４０，４９３ ２４

長浜市 １１２，４５２ ２２

彦根市 １１０，９４１ ２４

甲賀市 ８７，８２７ ２４

守山市 ８５，９３０ ２０

近江八幡市 ８１，９１６ ２２

区　分 議長（円） 副議長（円） 議員（円）

東近江市（改正前） 460,000 390,000 370,000

東近江市（改正後） 500,000 425,000 405,000

彦　根　市 534,000 454,000 405,000

長　浜　市 460,000 400,000 370,000

草　津　市 558,000 492,000 443,000

類似団体
全国同規模市の平均

（２９市）
533,103 471,803 439,131

全国市議会議員の平均
（８１５市）

518,000 458,000 423,000

人口１０～２０万人未満の
市議会議員の平均

（１４９市）
558,000 499,000 464,000

　東近江市議会基本条例には、「二元代表制のもと、
東近江市議会は市長と緊張ある関係を保ち、独立・対
等の立場において自治体の事務執行の監視及び評価を
行うとともに、政策立案及び政策提言を積極的に行っ
ていかなければならない」とある。
　定数を２５人から２２人に削減すると、議員一人当
たりの人口が４，４７０人から５，０８０人になり、議
員がさらに多くの人口をカバーすることになる。
　このことは、①民意が議会へ届きにくくなり、多様
な民意を反映・集約し、合意形成を果たすという議会
機能の低下につながる。
②定数削減は、議会が独立・対等の立場で自治体の事
務執行の監視及び評価を行うという議会機能の低下に
つながる。
③議員負担が増え、議員のなり手不足の解消につなが
らない可能性がある。
　以上、本改正案は議員自らが議会機能の低下を容認
するものであり反対する。

　令和５年度に東近江市議会改革検討委員会を設置
し、適正な議員定数などについて何度も検討を行い、

「現在の定数２５人から３人を削減した２２人とする
べき」との考えに至った経過がある。
　東近江市議会基本条例の中で、「議員定数の改正に
当たっては、市民の意思、市政の現状及び課題並びに
将来の予測及び展望を十分に考慮するものとする」と
されており、近年の人口が徐々に減少する状況におい
て、この先の持続可能な市政運営を考えれば、市民の
意思はもちろんのこと、市政の現状や課題、将来予測
を踏まえると、定数削減は必然であると考える。
　なお、今までと変わらず民意が十分に反映でき、ま
た行政に対する監視能力が低下しない範囲で 適切な
定数を確保することと併せて、３つある常任委員会の
構成やその運営に支障をきたさないことも考慮する
と、この度の議会改革においては、提案された議案の
とおり「議員定数を２２人にすべき」とすることを妥
当と考え賛成する。

討 論「東近江市議会議員定数条例の一部を改正する条例の制定について」

反　対　討　論賛　成　討　論

山中　一志  議員西澤　由男  議員
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■他市との比較（議員定数）■他市との比較（議員報酬 令和４年１２月３１日現在）

■東近江市議会議員定数の推移
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